
地域に適した移動支援の検討にあたって

資料３

地域の協力
勉強会の開催や多くの方に利用し
ていただくなど地域の協力が必要

運行事業者
選択した移動支援の方法を実施
してくれる事業者の協力が必要

支援対象者
高齢者、障害者、
子育て世代 など

移動目的
目的地

警察の審査
運行にあたって安全
確保等の確認が必要

法令
必要な車道の幅や運送形態
が法令で決められている。

市の予算

利用者負担
限られた市の予算のなかで、移動
支援を継続していくためには、利
用する方の一定程度の負担が必要

既存の公共交通との共存
民間事業者の営業に影響を及ぼさないよ
う、バスやタクシー事業者の了解が必要

移動環境
インフラ整備、公共交通の再
編、交通結節機能の強化など

移動手法
様々な方法があるなかで
地域にあった方法を選択


